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(a) 業務の要約 

地震現象のような高速破壊現象が発生する前には、破壊開始点近傍（震源域）で非弾性

変形が卓越することが知られているが、自然地震に関しては具体的な検出例がないため、

その先行時間・変形量が明らかにされていない。地殻内で発生する非弾性変形を検出する

ためには応力とひずみの両者を独立な手法で同時モニターすることが必要である。本業務

では、地殻変動データと地震波形から推定される応力パラメタから、非弾性変形の進行を

抽出するためのモニタリング・システムを構築することを最終的な目的としている。平成

17 年度はひずみモニタリング手法として、国土地理院で展開されている GEONET による

地殻変動データがどの程度のひずみ速度の変化を検出できるかをチェックするために、大

規模地震発生前後におけるひずみ速度テンソルの変化を推定した。その結果、地震発生前

後のひずみ速度テンソルの比較から、地震発生前に震源域近傍において局所的に広域なも

のとは異なるひずみの蓄積があったことを示唆する結果が得られた。 
 

(b) 業務の実施方法 
国土地理院によるGPS連続観測システム（GEONET）が整備された後に発生した内陸に

おける大規模地震として 2000 年鳥取県西部地震（2000 年 10 月 6 日 13 時 30 分（JST）

発生、MJMA=7.3）が挙げられる。この地震の発生前に収縮方向のひずみ速度が減少してい

ることがGEONETのデータを用いた三角網による解析結果からNishiwaki and Sagiya 
(2005)1)によって指摘されている。三角網による解析の場合、空間分解能は観測点間隔と

同程度に高くすることができるが、未知パラメタ６つ（並進 2 成分、回転成分、二次元ひ

ずみテンソル３成分）に対し、６つの観測値（３点の水平座標変化２成分）しか与えられ

ないため、観測誤差に対する依存性が高くなってしまう。一方、一般によく用いられる距

離に対する重み付けによる平滑化を利用した解析では個々の観測値に対する依存性が低く

なり、誤差に左右されにくくなるが、空間分解能はかなり低下してしまう。そのため、震

源域における局所的なひずみ速度の変化をとらえるには不十分となってしまう。そこで、

本業務においては、グリッドを使用して解析をおこないつつ、各グリッド近傍の５観測点

のデータに対し、観測点とグリッド間の距離の重みをかけない計算方法を用いた。 
データは GEONET の F2 解水平 2 成分を使用した。計算領域は本州西南日本の各

GEONET 観測点とし、計算期間は、1997 年 4 月から地震直前の 2000 年 9 月まで、およ
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び 2002 年 10 月から 2005 年 3 月までとし、1.5 年のタイム・ウィンドウで１ヶ月ずつず

らしながら計算をおこなった。各タイム・ウィンドウにおいて水平 2 成分データ時系列か

ら、最小二乗法により、地震時のステップ変動・年周変動・アンテナ交換時の変動などを

ただし、iは観測点番号、nは水平２成分の成分番号、xは与えられた日座標値、aは定数、b

除去しながら、定常的な平均水平速度 2 成分を推定した。推定式は以下のとおりである。 

度毎に設けられたグリ

ッ

ただし、i 測点各々の水平速度 2 成分、Δx、 
はグリ

 

地震発生前および発生後のひずみ場の変化を調べるために、震源断層付近のグリッドと、

たリファレンスとしてのグリッドの結果を比較した。各グリッドと使用

し

が減少傾向を示し、地震発生の直前に増加傾向に戻っていること

が
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は日平均水平速度、kは期間中に発生した地震の番号、cは地震時のステップ的な変動、 t0

は発震時刻（日）、dは地震の余効変動、τ は余効変動の時定数、mはアンテナ交換等の人為

的なステップ的変動の大きさ、t1はアンテナ交換等の人為的なステップ的変動の発生日、s

とφ は年周変動の振幅と位相を、Eはモデル誤差を各々あらわす。  

異常点を解析対象から除去した後、推定した変位速度から、0.2
ドに対するひずみ速度テンソルを上記の方法により算出した。推定式は、Shen et al. 

(1996)2)によるものから距離に対する重みを考慮しない、以下のものを使用した。 

Δy は観測点とグリッドとの距離、u、v はグリッドにおける水平速度、 ),,( xyyyxx eee &&&

は観測点番号、U、V はグリッド近傍の 5 点の観

ッドにおけるひずみ速度、ω はグリッドにおけるひずみの回転成分を各々あらわしている。

 
(c) 業務の成果 

震源断層から離れ

た観測点を図１に示す。図 2 に示すとおり、リファレンス・グリッドにおけるひずみ速

度テンソルの時間変化には、地震前後で大きな変化は見られず、本推定手法の安定性を確

認することができた。 
一方、鳥取県西部地震発生前に関して、震源断層付近のグリッドでは、ひずみ速度テン

ソルの最大収縮主ひずみ

挙げられる（図３）。また、もう１つの特徴として、震源断層近傍のグリッドのひずみ速

度テンソルの最大収縮軸が北西―南東からほぼ南北方向に回転していることが挙げられる。

このことにより、東西方向の収縮ひずみ速度は減少し、この結果は、Nishiwaki and Sagiya 
(2005)1)で報告されている、三角網を使用して計算されたひずみ速度の変化とも調和的で

ある。 
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図１ 1999/9/30 までの 1.5

年鳥取県西部地震

使用した観測点と計算されたグリッド。背景は 1998/4/1 から

年間のひずみ速度場である。濃青と緑の丸で囲まれたグリッドを 2000 
 
の震源断層近傍のグリッドとして、赤丸で囲まれたグリッドをリファレンス・グリッドと

した。青と黒の小丸で囲まれた観測点を濃い青のグリッドを計算するために、黄緑と黒の

小丸で囲まれた観測点を濃い青のグリッドを計算するために、桃色の小丸で囲まれた観測

点を赤のグリッドを計算するために各々使用した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図２ 

変化。左側五列が地震発生前のひずみ速度テンソルを示しており、左から右方向にタ

リファレンス・グリッド（図１中の赤丸）におけるひずみ速度テンソルの時間

 
 イムウィンドウが１ヶ月ずつずれていく。右側五列の緑枠で囲まれた部分が地震発生

後のひずみ速度テンソルを示している。  
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図４ 

間変化。その他は図２と同じ。 
震源断層近傍のグリッド（図１中の濃青丸）におけるひずみ速度テンソルの時

 
 

 
 

 
 
 

図３ 震源断層近傍のグリッド（図１中の緑丸）におけるひずみ速度テンソルの時間

変化。その他は図２と同じ。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 627



地震発生後のひずみ速度テンソルを、地震発生前のそれと比較する。震源断層付近のグ

ッドについては、地震前に北東―南西または北西―南東方向に示されていた主収縮軸が、

回

本研究では、国土地理院によるGEONETのデータを利用して、地震発生に関連するひず

果を得た。地震発生前のひずみ速度場および応力場をモニターす

) Nishiwaki, S., and Sagiya, T.: Detailed Crustal Strain Distribution Around 
ntral Regions of Large Earthquakes and Its Temporal Change, Eos Trans. 

2)
hys. Res. Vol. 101, pp. 

3)
earthquake swarm off the eastern Izu 

 
(f)

著者 題名 発表先 発表年月日

リ

転する時期に違いが見られるものの、地震後には東西収縮よりに変化している（図４）。

地震発生前における局所的なひずみ速度テンソルの主値・主軸方向の小さい変化が見られ

たことも成果の一つであるが、地震発生後の明瞭なひずみ速度テンソルの回転が特筆すべ

き一つのポイントといえる。 
 
(d) 結論と今後の課題 
 

み速度変化を示唆する結

ることが本業務の目的であるが、地震後のひずみ速度場と比較することによって、地震前

に局所的なひずみ蓄積があったことが示唆されたことは、ひずみ蓄積過程を解明する上で

大きな成果といえる。この局所的なひずみ蓄積が、地震発生に対してどのような意味を持

ち得たかを明らかにすることは重要な課題であり、今後、本手法とKawakata et al. 
(2006)3)による応力場モニター手法とを併用することにより、地震発生準備過程における

応力とひずみの関係を推定することにより、この課題に取り組んでいく。 
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